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パフォーマンスハイライト
株式会社荏原製作所および連結子会社
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自己資本／自己資本比率  自己資本（左軸）　  自己資本比率（右軸）

営業利益／売上高営業利益率  営業利益（左軸）　  売上高営業利益率（右軸）

有利子負債／ D/Eレシオ  有利子負債（左軸）　  D/Eレシオ（右軸）

ROIC／ ROE  ROIC　  ROE

資本的支出／減価償却費  資本的支出　  減価償却費

1株当たり配当金／配当性向  1株当たり配当金（左軸）　  配当性向（右軸）

従業員数

CO2排出量（スコープ1+2）

（3月期）

（3月期末）

（3月期末）

（3月期）

（3月期末）

（3月期）

（3月期） （3月期）

POINT

2019年12月期にROIC 8%以上を達
成することをE-Plan2019での目標と
しています。

POINT

近年は財務状態が改善し、安定した
配当を実施しています。
（注）  2016年10月1日付で当社普通株式5株に

つき1株の割合で株式併合を実施しまし
た。2017年3月期の年間配当金36円（う
ち中間配当金6円）は、株式併合後に換算
すると、中間配当金30円、期末配当金30
円を合わせた1株当たり60円に相当しま
す。そのため配当性向は配当金を60円とし
て計算しています。

POINT

2017年3月期は、精密・電子事業が
好調でしたが、風水力事業の特にコン
プレッサ・タービン事業の不調により
売上高営業利益率が前期比で悪化
しました。

POINT

2017年3月期は精密・電子事業にお
ける熊本工場増設により、資本的支
出が増加しました。

POINT

E-Plan2019期間中、D/Eレシオは 
0.4～ 0.6倍を目安にコントロール 
していく予定です。

POINT

ここ数年は海外の従業員数の増加、
国内の従業員数の減少により16,000
人規模で事業にあたっています。
（注）  2010年3月期に水処理事業を行う子会社

が非連結対象となりました。

POINT

着実に自己資本が増えており、2015
年3月期には格付がA–になりました。

POINT

断熱塗装や省エネルギー性能に優れ
た設備への更新を継続的に行い、CO2

排出量の継続的な削減に努めています。
（注）  株式会社荏原製作所および国内グループ

会社（連結）のスコープ1（直接排出）、ス
コープ2（電気、熱・蒸気の使用に伴う間接
排出）の合算値です。

  目標基準年を2001年3月期としているた
め、排出係数は2000年時点の地球温暖
化対策推進法施行令の0.357kg/kWhを
適用しています。




